































社 会 学 部 論 叢
量的,質的水準のほぼ全てを左右 している英国においては,この地方 自治体社会福祉部の組織
構造がどのようになっているかということは,決定的に重要である。ある意味において,英 国
の社会福祉サービス発展の歴史は,少な くとも第2次 大戦以降では,地方自治体 における社会
福祉サービス関連部局の組織構造の発展 と同一視できるといっても,過言ではないであろう。
それほど,社会福祉サービスの水準は,その実施機関の専門職性を端的に表現する機関組織構





2シ ーボーム再編成 と地方 自治体社会福祉部の組織構造
(1)シー ボーム報告の構想
1968年7月に刊行 されたシーボーム報告2)は,従来の特殊専門分化 した諸サービスを統合す






そして,第7章 の末尾には,新たな地方 自治体社会福祉部 に併合すべき諸サービスとして,既
存のもののうち,児童ケアサービス,国家扶助法に基づく福祉サービス,教育福祉 と児童 ガイ
ダンス,保健部が提供するホームヘルプ ・サービス,成人訓練セ ンター,保育所,精 神衛生お
よびその他のソーシャルワーク ・サービス,それに若干の住宅部が提供する社会福祉事業,が
あげてある。
1971年に実施 される時点で,教育福祉や児童ガイダンスや住宅福祉 は新設社会福祉部 の機能
からは除外 されたが,シー ボーム報告には「新設社会福祉部が既存の地方 自治体各部局の業務を
十分に越える範囲にまで拡大された諸業務を担当するであろう」(para.168)と言及されていた。
この表現 は上記のサービスの羅列表記と共に考慮 されて,2っの全 く異なった解釈 を生み出し







第9章 では,地方自治体社会福祉部の組織構造の在 り方にっいてふれている。 シーボーム委
員会のこの領域における貢献は,地区事務所(areaoffice)や助言 ・情報セ ンターの設置,居
住施設の増設を勧告 したことであった。 しか し,同委員会 は統合 された部局の設置を正当化す
るために用いたクライエントのニードの分割出来ない性格(indivisibility)が社会福祉部の組
織構造にいかなる意味を持っのか,十分には考慮 しなか った。新設の地方自治体社会福祉部 に
法的基盤を与えるために,シ ーボーム委員会は従来の児童部(localauthoritychildren's





















設社会福祉部のその他の職員任用は出来ないので,この重要な作業 は比較的孤立 した情況下 に
行われざるを得なかった。シーボーム報告が社会福祉部は新たな地方自治体部局であるべきで























少数の地方 自治体社会福祉部では,地理的(geographical)組織構造を採用 した。 その目的
は,可能な限 り全てのサービスを地域に密着 したものとし,より低い職階において様々な諸機
能間に管理運営上の連携を造 りだすことであった(図1-(2)参照)。こうした組織構造 も,地
域にある地区事務所やジェネリック ・フィール ドワーク ・チームという理念と完全に合致す る
ものであった。 「エリア」という概念は各地方自治体社会福祉部 ごとに様々な意味に理解 され
た。イズ リントンでは,それは人口2万人を意味していたし,もっと少ない人口を意味する人
口密度の高い地域もあった。逆に地方部では,地区事務所の所管人口が7万 人あるいはそれ以
上のところも珍 しくなかった。地域住民の利用 し易さよりも,ジェネリック ・サービスを提供
することができ,しかも独自のアイデンティティを発展 させうるもので,管理運営に適 した規
模のフィール ドワーク事務所を設置することが,多 くの場合より強 く考慮されたのである。
(4)1970年代初頭における他分野の二っの再編成の影響 ・
以上のようにかな り性急に設置されたシーボーム報告に基づ く地方 自治体社会福祉部の在り
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所属 していた病院ソーシャルワーカーを地方自治体社会福祉部の所属へと変更 した。 この変更











数年間は,サービス利用者が劇的に増大 した事や担当大臣(キ ース ・ジョーゼフ)の イニシャ
ティヴもあって,毎年毎年予算が飛躍的に増強されていった。 この時期は,戦後英国の社会福





3地 方 自治体社会福祉部組織構造 における再構造化のパターン
(1)社会福祉部組織構造の再構造化を促した諸要因
前節で言及 したような経済 ・政治的圧力の増大のゆえに,再構造化の気運が高 まっていった
ことは事実であるが,1979年以降再構造化の速度が速まった原因の1っ は,社会福祉部 におけ
るフィール ドワーク実務は 「特殊専門的(specialist)方式,パ ッチに基づいた(patch-based)
方式」のいずれがより優れているかという専門的論争への対応であった。周知のごとく,この




が刺激され,以下にふれるような様々な次元の諸要因に影響 されて,何 らかの形で既存 の組織
構造を新たな要請 に対応するものとして再構造化 しなければならなくなったのである。1983年
に地方 自治体社会福祉部組織構造の変化 に関する全国規模調査を実施 したケント大学社会福祉
サービス研究所の報告7)によれば,再構造化を直接間接に促進 した諸要因 は,3つ の次元か ら
構成 される以下のようなものであったという。1)サービス需要の変化一①社会傾向(人 口高
齢化,単親 ・失業率 ・犯罪率増加)② 新たな法規(1983年精神衛生法による特殊専門的実務 の
再導入,1984年登録居住施設法による職員増)③ 児童ケア ・スキャンダル(有 資格熟練職員 の
児童ケア集中,コルウェル事件報告による児童虐待地域検討委員会設置,1975年オークラン ド
事件報告 による上級 ソーシャルワーカーのモニター責任導入,ベ クファド事件によ る基 幹 職
階ワーカーの専門的知識欠如の暴露 と特殊専門的研修の再導入提案)④ 他の諸機関の実務方式
変更(保 健医療 における在宅ケア推進,裁判所の懲役刑方針の変更等)2)サ ー ビス供給に関
わる諸要因一①資源展開(コ ミュニティケアや里親ケアの強調によるフィール ドワーカーの負
担増)② サー ビス実施規模の拡大(組織規模拡大,上級管理運営職員の負担増)③ 専門職主義
(有資格職員増大,レベル3職 階導入)④ 役割境界の不明瞭化(各 諸機能間の関係の変化)3)
外部要因一①政治的価値選択(労 働党の分権化 ・コ ミュニティ志向及び利用者評価 ・参加の推







的な情況を十分に代表 していると考えられるので,以下にその概要を示 して実情把握の一助 と
したい。
先ず地方自治体社会福祉部本局(headquarters)の組織構造に関 してである。再構造化以前
では,前節で言及 したようにブルネル大学社会福祉サービス組織研究所が明確化 した2大 主要
モデル(機能別組織構造と地理的組織構造)が ほぼ支配的(80%以上)で あった。 しか し,ク
ライエント集団別組織構造を採用 していた所 も12%ほどあった。地理的組織構造の採用は,大
規模な,人口密度の低い保守的な地方自治体に多 く見 られがちであった。それに対 して,機 能
別組織構造は小規模の,都市圏の地方自治体に多かった。調査対象のほぼ半数の地方 自治体社
会福祉部が再構造化を実施 しているが,各地方 自治体の特性(政 治的傾向,人 口密度 ・規模,
都市性)と 再構造化のパターンとの間には,明確な関連は見 られない。再構造化の全般的傾向
は,これまで支配的であった機能別組織構造か ら以下に略述する他の 該っのパターンへと移 っ
ている,ということである。
一23一

































方式 の補完であった。もちろん,地理的組織構造に基づく分権(散)化 は,分権(散)化 を可






の結果,そ うした方策を採用 したが,上級管理運営職員数の削減および分権(散)化 と権限委
譲が顕著である。
さて続 いて,現場のソーシャルワーカー ・チームの レベルにおける再構造化の概要を見ると,
以下のような傾向が観察されている。 シーボーム再編成直後は,シーボーム報告の影響でジェ
ネ リック ・チーム構造が支配的であった。 しかし,地方自治体社会福祉部の設置直後か ら今 日
まで,ジ ェネリック ・チーム構造はたえず他の選択肢(イ ンテーク/長期ケース別チーム構造,








(1)再構 造 化 以 前 の チ ー ム構 造
ク ライ エ ン ト集 団別 チ ー ム
ジ ェネ リッ ク ・チ ー ム
混 合 チ ー ム








ク ラ イ エ ン ト集 団 別 ヘ
パ ッ チ チ ー ムヘ
ジ ェ ネ リ ック チ ー ムへ







パ ッチ方式はワーカーの地域への浸透が進み,インフォーマル ・ネットワークを組み込め るこ
とが強みであり,特殊専門化方式では熟練度の向上や他機関からの信頼の確保が強調されてい
る。表2-(1)は,回答を寄せた65の地方自治体社会福祉部のチーム構造を表わしている。表2-
(2)は,再構造化を報告 した社会福祉部の内訳である。再構造化の傾向は以下の3パ ター ンが支
配的である。44%がクライエント集団別チームへと変更 している。表には出てきていないが,
この他7つ の地方自治体社会福祉部が,「潜行的」(creeping)特殊専門化をクライエン ト集団
別に進行させている。次に,28%がパッチ方式によるチーム構造へと変更 している。 このパ ッ
チ方式志向には,分権(散)化 志向が関わっている。第3は,パ ッチ方式によらず地区チーム
へと分散化させたチーム構造である。
以上の事実か ら以下のような3っ の結論が導き出されている。先ず第1に,組 織構造の再構
造化の過程は,地方自治体社会福祉部全体にわたるものではなく,一・方では上級管理運営(職
員),他方ではフィール ドワーク ・チームに限定されていることが多い,と いうことである。
第2に,(これは非常に重要な結論であると筆者には感 じられるが)サ ービス体系の分権(散)
化の必須条件とパッチ方式によるソーシャルワークの必須条件とを,明確に区別する必要があ
る,ということである。 しば しばこれらの2っ の要素は混 じり合っているが,調査結果の示す
ところでは,それ らは明 らかに別のものである。分権(散)化 は地理的な性格を持っかもしれ
ないし,資源をコントロールする権限を組織内のより低い職階レベルに委譲することを意味す
るかもしれない。実際,多 くの地方自治体社会福祉部では,パッチ方式を採用す ることな く分
権(散)化 を行 ってきたのである。そして,クライエント集団別の特殊専門化方式を採用 して
いる社会福祉部においても分権(散)化 は明瞭に見 られる。同様に,多くの地域において,パッ
チ方式の採用が資源をコントロールす る権限の分権(散)化 の進行 と関連 しているという証拠
は存在 していなかった。第3に,「パッチ方式か特殊専門化方式か?」 という論争 は,余 りに
も単純化 された レベルで行われていることが多いということである。実際のところ,地方 自治
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造を 「クライエントのニーズに敏感かっ効果的に対応すべ く」11)再構造化する作業に取 り組ん




運営」12)(1988年)に基づいて,同市の再構造化構想の概要を背景 となる諸問題,再 構造化 の原
理,具体的対応策の視点か ら垣間見ることにしよう。先ずそれに先立って,現行の組織構造を
一瞥 しておこう。図2が その概略である。 シーボーム再編成直後の機能別組織構造の欠陥を解
決するために,1972年には既に現在の16の小地区チーム(districtsteams)を基盤としたフィー
ル ドワークと居住施設ケアと在宅ケアを統合 した組織構造が出来上がっていた。 これは偏 に初
代社会福祉部長であった トム ・ホワイ ト氏(現 在NationalChildren'sHomeのソーシャル
ワーク部長)の 先見の明によるのであり,現在多 くの地方自治体社会福祉部が構想 している分
権(散)化 された組織構造の先駆けとして評価されうるものであった。 しか しながら,既 に16





ス実施場面か ら余 りにも掛け離れ過 ぎており,より地域に近いレベルにおいては非効率的に広
い範囲にわたってお り,全体的に余 りにも複雑になり過ぎている。それに加えて,地域 に近い
ところで行使される権限の レベルは,コミュニティの様々なニーズを代表 したり,あ るいは十
分にそれ らへ対応できるほど,十分な力を与えられていないのである。」13)
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の有無 とクライエントの需要の谷間で圧迫 されている。②経験の浅いマネージャーや中間マネー
ジャーは,様々なレベルにおける多様な実務経験を提供 しないような組織構造に閉 じこあ られ
ている。③責任範囲や応責性の故に,余 りにも多 くの諸問題が本局の職員に解決を求あて送 ら












原理に基づいている。①サービス実施 レベルにおける管理運営 を分権(散)化 一decentrali-
sation一すること。②利用者に影響を与える諸決定の権限を利用者 と直接接触する職員に委任































































































































































































サ ー ビ ス 実 施
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供す るとい う仕組 を考案 したのである。既存 の小地 区事務所 は全 て存続 する し,全 ての小 地 区
チーム もそのまま残 り,こ れ まで と同 じ所管範囲を担当す るが,小 地区 チ ームの多 くは,サ ー
ビス実施 セ クターを構 成す るたあに隣接 す る小地 区 と連携 す ることにな る。 そ して,こ の サー
ビス実施 セ クター はまた,そ のセクターに属す る社会福祉部のその他の諸資源及び病院ソーシャ
ル ワー クチ ームを含む ことにな る。各々のサー ビス実施セ クターは,地元 を拠点 として働 くサー
ビス実施 マ ネージャー(operationalservicesmanager図3の二重枠)が 管 理運 営 す る。 以
上が,再 構造化 された新 たな組織構造 の中核 的部分 であ る。
(5)新たな組織 構造で は,利 用者 に密接 した最高度 の意思決定 あ るいは意思決定へ の ア クセ
スが許容されるような仕方で,地元に密着 した諸サービスの日常的管理運営が提供 される。10
のセクターの内部 において,個 々のサー ビス諸制度(establishments)は,意味 あ るサ ー ビス
別 グルー ピング(図3の 最下段 の枠)を 造 るために相互 に結 び付 け られ る ことになる。 これ ら
のグループはそれ ぞれサー ビス ・グループ ・マネー ジャーが最高責任者 とな り,サ ー ビス実施
マネージ ャーに対 してそれぞれ担 当す るサー ビスの管理運営 と開発 の責任 を負 う事 になる。通
常,こ う したサ ー ビス別 グルー ピングは,サ ー ビスの類型(例 えば,あ る小 地 区 チー ムの ソー
シャルワー ク ・サー ビスが一 つのユニ ッ トにな る)あ るいは特定 の クライエ ン トを対象 とす る
一定範囲 の諸 サー ビス(例 えば,老人 のための居住施設 ケア,デ イケア ・サー ビスの グループ)
に基 づいて行 われ る。本市 社会福祉部 にあ る既存の権限委任 に関す る取 り決め は,ク ライ エ ン
トと接触 してい る職 員 による的確な意 思決定を奨励す るたあ に,あ るいは もし現場 での意思 決
定が可能 でな い場 合 には,適 切 な意思決定者 に直接接触 で きるよ うにす るために,修 正 される。
(6)以上の諸変更 は当然 なが ら,本市社会福 祉部 本局(centraloffice)の機能 の変更 を余
儀無 くさせ る。既存 の3っ の地区 は 「デ ィヴ ィジ ョン」 と名称が変更 され,北 部(NorthDivi-
sion),東部(EastDivision),南部(SouthDivision)とな る。 そ れぞ れの デ ィヴ ィジ ョン
が,3な い し4の セ クターを包括す ることにな り,各 セ クターのサー ビス ・グル ープ群 を コ ン
トロールす るサー ビス実施 マネー ジャーを所管す ることにな る。 その結果,本 局 の上級管 理運
営職(seniormanagers)は,サー ビス実施現場 の管理運営 か ら離 れ て施策 の開発,調 整,モ
ニ タリング(policydevelopment,co-ordinationandmonitoring)を担当す ることにな る。
各 デ ィヴィジ ョンは1名 の副部長が責任者 とな り,施 策開発 の機能 はク ライエ ン ト集 団別 の特
殊専 門的志 向 による3っ の主要な グル ーピ ング(す なわ ち,児 童 ・家族 ケ ア,保 健 ・障 害,老
人ケ ア)に 分 け られ る。各副部長 は,担 当す るデ ィヴィジョンにおけ る諸 サー ビスの手 順 の監
督 に責任 を持っ と共 に,施 策 開発主事 に支援 されなが ら上記 の3っ の クライエ ント集団 の うち
の1つ における施策開発業務 に責任 を負 うことになる。 それゆえ,各 副部長 は自 らの担 当業務
全体 に関連 して連携 して働 く職員 チームを抱 える ことになるであろ う。 そのチーム は3名 ない
し4名 の現場 に分散 したサー ビス実施 マネー ジャー,当 該デ ィヴィジ ョン担当 の児童 ケア コー
デ ィネイ ターおよび副部長 が担 当す る クライエ ン ト集 団の施策 開発主事 か ら構成 され るで あろ
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英国における地方自治体社会福祉部の組織構造の再構造化に関する一考察
う。今回のような組織構造の再構造化の主要 目標の1っ は,意思決定の権限を出来るか ぎり利
用者に近接 した現場(point)に委譲することである。 こうした権限委譲を確実に成功 させ,
本市のいずれにおいても一貫 したサービス提供水準を保つためには,強力なサ亠 ビス評価,監




するかという専門職的視点か ら,数年間に亘 って着々と進め られてきたことに我々は驚嘆 させ
られ,かっソーシャルワーク専門職のエー トスが地方 自治体社会福祉部の現場(管 理運営場面
をも含めて)に ここまで浸透 していることを羨ましく思 う。 こうした組織構造の変更は,ただ
単 に組織の形を変えるというだけではな く,社会福祉サービスを提供する水準そのものと密接
不可分の関係 にある。利用者のニーズに対応 した十分 なサービスを最も敏感かっ効率的に提供






職資格を有 している。彼等は地方自治体上級管理職 というよりも有資格 ソーシャルワーカーと
してのアイデンティティの方をより強 くもっている(こ の辺の事情について は別稿 に譲 る)。
それゆえに,コベントリ市社会福祉部部長が,『コベン トリ市社会福祉部の基本理念』(Vision







化を実施 したノーマ ントン15)やウエス ト・サセックズ6)の再構造化に関する報告書およびバー
クレー報告第2多数派報告の影響であろう。 しか し,ことはそんなに単純ではない。その理由
の一端は,ケント大学社会福祉サービス研究所の調査報告の結論において,明確 に示 されてい
る通 りである。確かに,分権(散)化 は,ブ リストル大学高等都市問題研究所の研究に示され
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社 会 学 部 論 叢
ているように,「現在では既に流行(fad)ではなく,傾向(trend)となってきている17))」。 し
か し,同研究で言及 されているように,分権(散)化 とサービスの民主化(democratisation)




また,分権(散)化 は,単に地方自治体社会福祉部内の問題であるのみな らず,地方 自治体
の他の諸部局のサービス,ひいては国営の諸サービス(特 に保健医療)と の関連において も,
様々な問題を提起する。例えば,イズリントンにおける近隣住区センターを基盤 とした分権
(散)化は,社会福祉サービスのみならず住宅サービス,環境保健サービス,建築関連サービス,
コミュニティ ・ワーク,福祉権サービスを統合 した形で実現されている18)。さらに,こ の分権
(散)化に基づ く 「パ ッチ方式あるいはコミュニティ ・ソーシャルワーク」 を通 じて推進 され
ようとしているジェネ リシズム原則の拡大 ・徹底の問題 も,重要である。ケント大学調査が見
出だしているように,地方自治体社会福祉部の現場ではジェネリック ・チーム構造が不都合を
きたし,クライエント集団別の特殊専門分化へ向か う傾向が実質的に高まりっっあるにもかか
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